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次世代育成支援対策推進法 

地方自治体・企業に次世代支援行動計画策定義務付け 
 
 平成 14年度の合計特殊出生率は「1.32」と過
去最低になりました。これまで少子化の主な要

因は晩婚化・未婚化と言われましたが、それに

加え、「夫婦の出生力そのものの低下」という新

たな現象が見られるようになりました。このた

め、政府は今年３月に「次世代育成支援に関す

る当面の取り組み方針」を策定し、併せて「次

世代育成支援対策推進法」を第 156 通常国会に
提出し、７月に成立しました。 
 この法律では、地方自治体や従業員 301 人以
上の事業主に次世代支援行動計画の策定を義務

付けています。行動計画策定にあたり、今後、

労働組合として、組合員の意見反映に取り組ん

で行かなければなりません。 
 都道府県労働局では、「一般事業主行動計画

策定のためのＱ＆Ａ」を作成し、事業主に対し

て説明会を行います。また、連合も実効性の高

い行動計画を作成するためのパンフレットを作

成します。 
 なお、この法律は 2005年４月１日から 2015
年３月 31日までの時限立法です。 

 
 

次世代育成支援対策推進法 
＜2005 年度から１０年間の時限立法＞ 
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Ｊ Ａ Ｍ       
政策ＮＥＷＳ 

行動計画策定指針（８月 22 日告示） 
 

地方公共団体行動計画の策定 
 
①市町村行動計画 
②都道府県行動計画 
 
 地域住民の意見反映、 
 計画の内容・実施状況の公表 

事業主等行動計画の策定 
 
①一般事業主行動計画（企業等） 
・301人以上：義務付け 
・300人以下：努力義務 
・特に対策を推進している事業主の認定（子育て支援版ＩＳＯ）

 企業の実状にあった計画を策定する（公表しない） 
 （例）育児休業制度の充実、所定外労働の削減、 
    有給休暇取得促進、地域における子育て支援 
②特定事業主行動計画（国・地方公共団体） 
  計画内容を公表する。 

次世代育成支援対策地域協議会 
 地方自治体、事業主、社会福祉・教

育関係者等が組織 

次世代育成支援対策推進センター 
  
     経済団体による情報提供、相談等の実施 


